
別表第４（第10条、第13条関係） 

書類の種類 
事 前 協 議 に

添付 

実施協議に添付 工 事 着 手 等

届に添付 

公共的施設（道路、河川、水路等）管理

者との協議録 

 
該当する場合 

 

境界確認立会申請書の写し  該当する場合  

法定外公共物占用許可申請書の写し  該当する場合  

私道管理者の同意書の写し  該当する場合  

土地の登記事項証明書  必須  

個人の場合には住民票、法人の場合に

は法人登記全部事項証明書（３箇月以

内に発行されたもの） 

必須 必須 

 

登記されていない借地権等設定契約書

の写し 

 
該当する場合  

土地に付着している所有権以外の権利

者の同意書 

 
該当する場合 

 

案内図（縮尺5000分の１相当）※１ 必須 必須 着手時 

土地利用計画図※２ 必須 必須  

公図の写し※３ 必須 必須  

電気設備配置図※４ 必須 必須  

航空写真・公図重ね図※５ 必須 必須  

防草・雨水対策図※６  必須  

断面図（切土又は盛土をする場合）  該当する場合  

承役地の地役権図面  該当する場合  

説明会範囲図 必須 必須  

反射シミュレーション※７  該当する場合  

事業スケジュール（協議開始から運用

開始まで）等 

 
必須 着手時 

説明会の写真  必須  

製品の仕様書若

しくはカタログ

又は品質証明書 

太陽光パネル  
必須 

 

キュービクル  必須  

パワーコンディショ

ナ 

 
必須 

 

架台  必須  

擁壁等  該当する場合  

雨水施設  該当する場合  

防草シート  該当する場合  

砕石  該当する場合  

ウッドチップ  該当する場合  

蓄電池  該当する場合  

市税納付証明（直近の課税年度分）※

８ 
必須 必須 

 

誓約書兼同意書※９ 必須 必須  



関係法令等チェックリスト（様式第１

号） 
必須 必須 着手時 

説明会開催（戸別訪問等）報告書（様

式第５号） 

 
必須 

 

現場写真  必須 完了時※10 

※１ 案内図は、方位及び縮尺を示すとともに、自ら行う他の事業区域がある場合

には、その事業区域及び事業名を併記すること。 

※２ 土地利用計画図は、方位及び縮尺を明らかにし、事業区域境界線を赤色で示

すこと。また、地盤高、接道、緩衝帯、雨水施設の位置を明らかにすること。 

※３ 公図は、方位及び縮尺を明らかにし、事業区域境界線を赤色で示し、事業区

域の形状、寸法及び杭の位置を明らかにすること。また、各筆の地番を併記し、

原則、１葉にまとめること。 

※４ 電気設備配置図は、方位及び縮尺を明らかにし、事業区域境界線を赤色で示

すこと。また、太陽光パネル、キュービクル、パワーコンディショナ及び蓄電池

の位置（災害時の電気取出しコンセントがある場合には、その位置を含む。）を

明らかにすること。 

※５ 航空写真・公図重ね図は、方位及び縮尺を明らかにし、事業区域境界線を赤

色で示すこと。また、原則、１葉にまとめること。 

※６ 防草・雨水対策図は、方位及び縮尺を明らかにし、事業区域境界線を赤色で

示すこと。また、雨水施設の位置及び種別を明示し、防草対策の種別及び施工

区域を色等で示すこと。 

※７ 反射シミュレーションは、周辺住民がいない場合には、添付不要とする。 

※８ 納付状況について、市の公簿等により確認できる場合であって、市が確認す

ることについて同意書を提出するときは、省略することができる。 

※９ 事前協議において提出した場合には、実施協議において省略することができ

る。ただし、事前協議後に代表者等に変更があった場合には、この限りでない。 

※10 工事を完了する場合には、施工前及び施行後の写真のほか、設置した看板の

写真を添付すること。 

 


